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Ⅰ．はじめに 
 がん治療において、放射線治療は手術療法、
化学療法とともに重要な役割を担っている。治
療を併用して根治を目指す集学的な治療もあ
れば、苦痛症状の緩和を目的とする治療法もあ
り、放射線治療の適用範囲は広い。放射線治療
における看護師の役割として、治療が予定通り
完遂できるよう支援することと、放射線治療期
間中に患者ががんと共に生きる能力を高めら
れるよう支援することが求められている。治療
の完遂を支援するためには、治療開始時から患
者の不安に配慮した対応と、セルフケア能力を
査定したうえでの有害事象への予防的・治療的
対応が欠かせない。 
 Ａ病院では、平成 23 年 2 月より高精度放射
線治療が可能な装置が導入され、がん放射線療
法を受ける患者が増加傾向にある。これを受け
て看護体制を変更し、放射線治療に関わる看護
師を固定化することで、外来・病棟との継続し
た看護実践の構築に向けて取り組みを行って
いる。 
 今回の研究ではＡ病院における放射線治療
の現状を調査し、現状分析から放射線治療にお
ける看護師の役割と今後の課題について検討
したのでここに報告する。 
 
Ⅱ．研究目的 
１．A 病院の放射線治療の現状を明らかにする。 
２．上記の結果より、放射線治療における看護
師の役割と今後の課題を明らかにする。  
 
Ⅲ．研究方法 
１．研究対象 
平成 23 年 2 月～平成 23 年 12 月の間に放射
線治療を行った 144 症例 
２．研究期間 
平成 23 年 2 月～平成 23 年 12 月 
３．データ収集・分析方法 
平成 23 年 2 月～平成 23 年 12 月の間に放射
線治療を行った患者の照射録・看護記録・F-RIS
治療 WEB サマリから情報を収集する。 
研究期間に治療を行った症例の部位別・目的
別治療総数と完遂・中止・中断の症例数を集
計する。中止・中断した症例の要因を分析し、
放射線治療看護師の役割を検討する。 
 
Ⅳ．倫理的配慮 
 患者個人が特定されないように個別事例分
析は行わず、必要な情報および内容のみ抽出し
た。放射線治療開始前に口頭と書面にて説明し、
個人が特定されないようプライバシー保護に
配慮し、データを使用することに同意を得た。 
 
Ⅴ．研究結果 
１．研究期間の治療完遂・中止・中断状況 
照射部位（表１）と照射目的（表２）に分け
て示す。表１より、研究期間中に放射線治療は
144 症例行われた。入院照射は 75 症例、外来照
射は 69 症例となっている。144 症例のうち、127
症例は治療完遂できたが、17 症例は完遂できず
中止となった。また治療完遂できた 127 症例の
うち 5 症例は、治療の途中で 1 週間以上の治療
休止期間があった。中止・中断は入院患者に多
く、部位では頭頸部・胸部に多い。 
 照射目的別（表２）でみてみると、根治照射
での治療完遂率は 86.6％であり、緩和照射での
治療完遂率は 75％となっている。緩和照射では
中断の症例はなかった。  
２．中止・中断の要因 
中止・中断の要因を照射目的別（表３）に示
す。中止・中断の要因としては、有害事象の発
生が 10 症例と最も多く、身体症状の悪化が 8
症例、その他が 4 症例であった。照射目的でみ
ると、根治照射では有害事象の発生が 9 症例と
最も多く、緩和照射では身体症状の悪化が 5 症
例と多い。その他 4 症例の要因としては、認知
症の悪化により治療継続困難、本人の治療意欲
の減退、放射線へのマイナスイメージなどがあ
げられた。 
有害事象発生状況（表４）を部位別でみると、
頭頸部照射で 5 例（頭頸部照射の 35.7％で有害
事象が発生）、胸部（食道がん）照射で 3 例（食
道照射では全症例有害事象が発生）、胸部（肺
がん）と腹部で 1例ずつであった。頭頸部では、
粘膜炎の悪化から敗血症に至った症例も 2例あ
った。 
３．現在の看護体制と業務内容 
１）看護体制 
(1)週 2 回（月曜午後・木曜午前）診察日のみ
の看護師配置である。 
(2)放射線科担当看護師 12 名のうち、4 名を放
射線治療担当チームとし、メンバーを固定し
て看護を行っている。 
２）業務内容 
(1)診察介助（放射線治療を受ける患者は週に 1
回、有害事象が出ていないか、治療継続でき
るか、放射線治療医の診察を受ける） 
(2)新患へのインフォームドコンセントへの立
ち会いと治療計画ＣＴ（シェル作成）の介助  
(3)オリエンテーションとセルフケア指導 
(4)F-RIS治療 WEBサマリへの看護記録とファイ
リングによる情報共有 
３）放射線治療患者数（研究期間中） 
(1)診察を受ける患者数：10.31 人/日 
(2)新患：1.86 人/日 
(3)一日の照射人数：19.68 人/日 
 
Ⅵ．考察 
 高度放射線治療可能な外部照射装置リニア
ックが導入され、治療患者数は増加傾向にある。
前年は 86 例（平成 22 年 1 月～12 月の 12 ヶ月
間）であったが、今回の研究期間（平成 23 年 2
月～12 月の 11 ヶ月）では 144 症例であり、約
1.8 倍増である。世界のがん患者の 50～60％が
放射線治療を受けているが、わが国での利用率
は 27.6％に留まっている。（日本放射線腫瘍学
会構造調査 2009 より）しかし、強度変調放射
線治療の開発などにより高精度治療の時代と
なり、また医療情報のグローバル化に伴い、放
射線治療の利点が理解され、わが国における放
射線治療の利用率は急速に上昇している。今後
はがん患者の 4～6 割が放射線治療を受ける時
代になる、と予測されている。2007 年に施行さ
れた「がん対策基本法」の「がん対策推進基本
計画」では国をあげて総合的かつ計画的に取り
組むべき計画として放射線療法があげられて
いることからも、今後患者数の増加が予測され
る。 
放射線治療で最大の治療効果を発揮するた
めには、正確な範囲に、予定した放射線の種類
や量を、予定した期間で照射することが求めら
れる。そのため、何らかの理由で治療の中断や
中止が起こると、期待した効果が得られなくな
ってしまう。放射線治療における看護師の最も
重要な役割は、予定された治療が完遂できるよ
うに患者の心身のサポートを行うことといえ
る。今回の調査の結果、治療の中止や中断は入
院照射に多くみられ、要因としては、放射線治
療に伴う有害事象が最も多かった。頭頸部・胸
部（食道）照射に有害事象が多いことから、粘
膜反応に対するケアが重要だと考える。粘膜炎
が起こると疼痛などの症状が出現するほか、経
口摂取への障害となり、適切な介入が行われな
いと QOL の低下を来たすことがある。化学療法
と放射線治療を同時に併用する化学放射線療
法は入院照射となるが、有害事象が重症化しや
すいためリスクをアセスメントし、症状を最小
限に食い止めることが治療完遂への援助とな
る。また、食事量が減少すると全身状態の衰弱
や治療の反応を低下させる原因となるため、局
所だけでなく栄養状態の変化や全身の観察も
併せて行う必要がある。現在、口腔・咽喉頭粘
膜炎の予防・症状悪化を防ぐために口腔ケアの
必要性について勉強会を行い、病棟と連携して
患者指導に取り組んでいる。疼痛や開口障害に
より口腔ケアが難しい症例や、経口摂取ができ
ず栄養状態の低下を来たした症例もあり、今後
は NSTや口腔外科医との連携した介入も検討す
る。有害事象は予防的なケアを行うことで症状
悪化を防ぐことができるが、照射範囲や方法、
線量によって異なるため、専門的知識を持って
患者や家族のセルフケア能力をアセスメント
し主体的に取り組んでもらえるようセルフケ
ア指導を行う必要がある。研修会への参加やチ
ーム内での患者情報共有を行い、患者指導に取
り組んでいるが、診察時のみの関わりであるた
め、個別性を把握した指導が難しい現状である。
また、照射線量によって有害事象が出現するた
め症状変化を観察し、重症化しないようタイム
リーな患者指導を行っていくことも今後の課
題である。 
緩和的放射線治療は、腫瘍が巨大であったり
重要臓器に浸潤していたりするため、根治を望
めない症例に対して、腫瘍の縮小による延命、
もしくは症状の軽減による QOLの向上を目的と
している１）。終末期にあるがん患者は疼痛や嘔
気などなんらかの症状を抱えながら治療を受
けている。現状では照射時の立ち会いが難しく
放射線技師に観察を依頼している状況である
が、治療の再現性を維持するために、治療時の
患者の状況をアセスメントして、病棟スタッフ
と連携を図り、症状コントロールに努める必要
がある。今回の調査では、身体症状の悪化によ
る放射線治療の中止も多くみられ、その後在宅
への移行やホスピスへの転院となったケース
が多かった。安全・安楽に治療が受けられるよ
う患者の思いや病状変化を捉え、放射線治療が
QOL 向上につながっているのかアセスメントし
ていくことも必要である。 
A 病院では、放射線治療を行う患者の約半数
は外来照射であった。初診時に放射線治療につ
いての説明を受け、意思決定を行い、治療計画
CT を行う。次回来院時には治療開始となるため、
不安を抱えたまま治療に臨む患者も少なくな
い。放射線治療医からの説明後に患者に声かけ
を行い、反応や理解度の確認、日常生活の注意
点などのオリエンテーションを行っているが、
治療開始日には立ち会えていない。外来照射で
治療中止となった症例は、初回受診時の介入不
十分や、初回受診後から治療開始の間に生じた
不安を解消できないままだったこと、治療中の
患者の体力や気力の変化に適切なサポートを
実施できなかったことなどが要因とも考えら
れる。初診時や治療開始早期に十分な関わりを
もち、患者・家族の病状理解の確認・治療説明
への理解の確認・意思決定への支援・情緒的サ
ポートを行い、不安軽減に努める必要がある。
放射線治療を受ける患者が抱える不安を理解
し、援助を行えるよう看護体制の検討も必要で
ある。治療は長期間にわたる場合が多く、治療
期間中に体力や気力に変化が現れてくること
があるため、症例によっては、外来治療から入
院治療へ変更するタイミング良い判断も求め
られる。外来スタッフや患者家族とも情報共有
しながら、治療室での患者の反応を見逃さずに
援助を行っていくことが重要である。適切な介
入をしていくことで、患者と医療者間の信頼関
係の構築にもつながる。 
放射線治療における看護師の役割は、治療完
遂への支援である。以前も診察時の介助や新患
へのインフォームドコンセントの立ち会いを
行っていたが、放射線治療部門での看護記録は
なく、放射線治療担当看護師も固定していなか
ったため、患者の治療経過を把握するのが難し
い状況であった。平成 23 年 2 月より高精度放
射線治療が可能な装置が導入されたのを機に
看護体制を検討したことで、継続看護の視点を
持ち介入が行えるようになった。限られた時間
の中で、効果的なオリエンテーションやセルフ
ケア指導を行えるよう、現在はパンフレットを
作成中である。患者の症状変化を捉えタイムリ
ーな介入を行うためには、今後看護体制の検討
も必要である。また、患者を全人的に捉えアセ
スメントし援助を行う必要があるため、専門的
知識をもち、病棟や外来、他職種の医療チーム
メンバー、院内を横断的に活動する認定看護師
などと協働することが不可欠であると考える。 
 
Ⅶ．結論 
1．専門的知識を持ち、個別性を把握したタイ
ムリーなセルフケア指導や意思決定支援が
重要である。 
2．QOL 向上を考慮し、安全安楽に治療が受けら
れるよう支援していく必要がある。 
3．継続的な看護を行うために、専門的知識を
もった認定看護師や他職種の医療チームメ
ンバーとの連携したチーム医療を推進して
いく必要がある。 
全人的に患者を捉え、上記の取り組みを行っ
ていくことが、放射線治療における看護師の
役割と今後の課題であると考える。 
 
Ⅷ．おわりに 
がん患者数の増加、放射線治療の高度化によ
り、今後ますます放射線治療部門における看護
師の役割は重要となってくる。安全で精確、か
つ高度な知識と経験と資格を持った専門家に
よるチーム医療としての放射線治療の実現が
のぞまれる。また、今回の研究では明らかにな
っていないが、晩期有害事象も現状を把握して
いくことが必要であると考える。 
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 部位 総数 完遂 中止 中断 
  144 127 17 5 
  入院 外来 入院 外来 入院 外来 入院 外来 
  75 69 61 66 14 3 5 0 
頭部 （脳転移・悪性神膠腫など） 13 11 2 0 0 0 
頭頸部 （咽頭がん・喉頭がんなど） 14 12 1 1 4 0 
胸部 （食道がん） 3 1 2 0 1 0 
胸部 （乳がん） 37 35 1 1 0 0 
胸部 （肺がんなど） 12 8 4 0 0 0 
腹部 （結腸がん・腹部リンパ節転移など） 6 5 1 0 0 0 
骨盤部 （前立腺がん） 32 30 1 1 0 0 
骨盤部 （子宮がんなど） 15 14 1 0 0 0 
骨 （脊椎や四肢骨への骨転移など） 12 11 1 0 0 0 
 
表１ 照射部位別治療完遂状況 
部位 総数 完遂 中止 中断 
全体 144 127（88.9％） 17（11.8％） 5（3.4％） 
根治 120 104（86.6％） 11（9.1％） 5（4.1％） 
緩和 24 18（75％） 6（25％） 0（0％） 
 
表２ 照射目的別治療完遂状況 
要因 
中止 中断 
合計 
根治照射 緩和照射 根治照射 緩和照射 
有害事象の発生 4 1 5 0 10 
身体症状の悪化 3 5 0 0 8 
その他 4 0 0 0 4 
  17 5 22 
 
表３ 中止・中断の要因 
単位：例 
単位：例 
単位：例 
中止：治療が予定照射回数まで到達せず終了した症例 
中断：治療完遂したが、途中で 1週間以上の治療休止があった症例 
  中止 中断 
頭頸部 1 4 
胸部（食道がん） 2 1 
胸部（肺がん） 1 0 
腹部 1 0 
 
表４ 有害事象発生状況（部位別） （総数 10症例） 
単位：例 
根治：根治照射・準根治照射を含む 
緩和：姑息・対症を含む 
